
別紙１

 1. 継続事業の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。

（２）固定資産の減価償却の方法
　　・建物、建物附属設備、構築物及び器具並びに備品
　　　　定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（３）引当金の計上基準
　　・賞与引当金
　　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　・退職給付引当金
　　　　一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入している職員に係
　　　　る掛金納付額のうち法人の負担額に相当する金額を計上している。
　　・徴収不能引当金
　　　　個別評価をする金銭債権については、債権金額から回収見込額を控除した金額を計上している。

当事業年度は、計上なし。
（４）消費税等の会計処理
　　　消費税の会計処理は、税込方式によっている。

 3. 重要な会計方針の変更
該当なし

 4. 法人で採用する退職給付制度
全常勤職員について、一般社団法人北海道民間社会福祉事業職員共済会の実施する退職共済制度に加入して
いる。

 5. 法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分
当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（１）法人全体の計算書類（第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）
（２）事業区分別内訳表（第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）
（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）
　　　当法人では、収益事業を実施していない。
（５）各拠点区分におけるサービス区分の内容
　ア　あい亀田港
　　「特別養護老人ホーム」「訪問調査の受託」
　イ　在宅介護サービス（旧シニアあい）
　　「老人居宅介護等事業（予防を含む）」「障害福祉サービス事業　居宅介護」「障害福祉サービス事業
　重度訪問介護」
　　「地域支援事業」「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」「夜間対応型訪問看護」
　ウ　あい日吉
　　「小規模多機能型居宅介護（予防含）」
　エ　あい本通
　　「老人デイサービス事業（予防含）」
　オ　あい昭和
　　「認知症対応型老人共同生活援助事業（予防含）」
　カ　あい戸倉
　　「認知症対応型老人共同生活援助事業（予防含）」「小規模多機能型居宅介護事業（予防含）」
　キ　あい美原
　　「小規模多機能型居宅介護（予防含）」
　ク　シニアあい花園
　　「サービス付き高齢者向け住宅」「居宅介護支援事業所」「函館市地域支援センター各拠点予防支援
　　業務受託」「訪問調査の受託（介護・生保）」
　ケ　あい日吉　公益
　　「特定施設入居者生活介護事業」
　コ　あい美原　公益
　　「特定施設入居者生活介護事業」
　サ　シニアハウスあい　サ高住　公益
　　「サービス付高齢者向け住宅」「福祉移送サービス」

計算書類に対する注記(法人全体用)



 6. 基本財産の増減の内容及び金額
基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位:円)

 7. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し
該当なし

 8. 担保に供している資産
担保に供されている資産は、以下のとおりである。                                 
　　　　　　土地（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　49,900,353円 
　　　　　　建物（基本財産）　　　　　　　　　　　　　　　　　 　277,970,660円 
　　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――― 
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　327,871,013円 
担保に供している債務の種類および金額は、以下のとおりである。                   
　　　　　　設備資金借入金（１年以内返済予定含）　　　　　　　　 239,008,000円 
　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――  
　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　239,008,000円

 9. 有形固定資産及び無形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位:円)

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高
間接法で表示しているため記載不要

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
該当なし

12. 関連当事者との取引の内容
該当なし

13. 重要な偶発債務
該当なし

14. 重要な後発事象
該当なし

15. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らかにす
るために必要な事項

該当なし

基本財産の種類
土地
建物、建物附属設備
減価償却累計額

合計

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
0

22,260,227
22,260,227

0

64,600,353
336,382,275

0
400,982,628

64,600,353
358,642,502

0

336,382,275

423,242,855

0
0

22,260,227
△ 22,260,227

当期末残高

614,517,090 336,382,275278,134,815
278,134,815

1,955,063建物、建物附属設備

取得価額 減価償却累計額
基本財産
建物、建物附属設備

小計 614,517,090
2,791,543

合計

17,704,924

23,577,916
359,960,191

33,822,045
311,956,860

57,399,961
671,917,051

器具及び備品
4,847,042

29,651,022 11,946,098

小計
ソフトウェア 6,462,720 1,615,678

836,480
60,090

129,380
10,677,144
7,817,532

構築物
車輌運搬具

10,617,054
7,688,152


